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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第43期

第１四半期
連結累計期間

第44期
第１四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 14,687,717 18,201,714 87,671,934

経常利益 (千円) 608,998 910,948 6,820,086

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 522,077 657,045 5,813,114

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 456,909 671,356 5,840,537

純資産額 (千円) 42,798,063 47,646,474 48,221,538

総資産額 (千円) 93,446,436 88,327,620 92,953,409

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 11.13 14.00 123.93

自己資本比率 (％) 45.2 53.9 51.2

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間の経営成績は、各社とも順調に推移した結果、連結売上高は18,201百万円（前年同期

比23.9％増）となりました。

　売上高の増加に伴い、売上総利益は2,660百万円（前年同期比18.9％増）を確保し、営業利益は975百万円（前年

同期比46.2％増）、経常利益は910百万円（前年同期比49.6％増）の増益となりました。

　また、法人税等の額が増加しましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益も657百万円（前年同期比25.9％増）

の増益となっています。

報告セグメントにて区分した場合の売上高及びセグメント損益は以下のとおりです。

① 不動産事業

不動産証券化事業関連の物件の売上が増加した結果、売上高は7,931百万円（前年同期比55.0％増）となりまし

た。しかし、利益率の低下と販売費及び一般管理費の増加により、セグメント損失は16百万円（前年同期76百万円

の利益）となりました。

② 建設事業

多田建設株式会社の建設工事は計画通りに進捗し、売上高は8,465百万円（前年同期比9.4％増）、セグメント利

益は674百万円（前年同期比63.5％増）となりました。

③ 不動産管理事業

不動産管理事業は、マンション共用部分の管理、ビル管理、賃貸物件の管理受託、これら管理業務に伴うリフォ

ームや大規模修繕等の工事及び賃貸物件の販売を行っております。

賃貸物件の販売の増加により、売上高は2,410百万円（前年同期比42.4％増）、セグメント利益は254百万円（前

年同期比63.7％増）となりました。
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④ ゴルフ場事業

米国のゴルフ場２社は、引続きゴルフ場資産の全てをゴルフ場運営会社に一括してリースしていることから、ゴ

ルフ場事業から除外しており、株式会社平川カントリークラブのみを対象としております。

　同社が運営している平川カントリークラブでは、売上高は180百万円（前年同期比4.4％増）、セグメント損失は9

百万円（前年同期3百万円の損失）となりました。

なお、営業外収益として名義書換料収入を計上しており、経常損益は黒字となっています。

⑤ その他

米国のゴルフ場２社はゴルフ場資産を全て一括して賃貸しております。日神ファイナンス株式会社は、少額の新

規貸付を若干行っておりますが、縮小均衡を目指しております。

　売上高は28百万円（前年同期比146.8％増）、セグメント損失は２百万円（前年同期11百万円の損失）となりまし

た。

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は次のとおりです。

① 総資産

　主に現金及び預金とたな卸資産の減少が受取手形・完成工事未収入金等の増加を上回った結果、総資産は

88,327百万円（前年度末比5.0％減）となりました。

② 負債

　主に支払手形・工事未払金等及び長期借入金が減少した結果、負債合計は40,681百万円（前年度末比9.1％

減）となりました。

③ 純資産

　非支配株主持分の減少により、純資産合計は47,646百万円（前年度末比1.2％減）となりました。

(3) 業務上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間における特記すべき活動はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における特記すべき活動はありません。

(5) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

(6）生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

(7）主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び設備計画の著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 74,000,000

計 74,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 46,951,260 46,951,260
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 46,951,260 46,951,260 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 46,951,260 ― 10,111,411 ― 426,578

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式 45,300
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 46,855,600 468,556 同上

単元未満株式 普通株式 50,360 ― 同上

発行済株式総数 46,951,260 ― ―

総株主の議決権 ― 468,556 ―

(注) １.「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式6,300株（議決権の数63個）が含まれて

おります。

２．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
　日神不動産株式会社

東京都新宿区新宿
五丁目８－１

45,300 ― 45,300 0.10

計 ― 45,300 ― 45,300 0.10

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

決算短信（宝印刷） 2017年08月09日 16時40分 11ページ（Tess 1.50(64) 20170306_01）



― 8 ―

１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 36,870,107 33,459,650

受取手形・完成工事未収入金等 ※1 9,369,975 ※1 10,465,354

販売用不動産 15,466,947 10,178,011

不動産事業支出金 14,801,763 18,018,406

未成工事支出金 37,986 130,771

商品 10,493 10,234

短期貸付金 1,800 1,800

未収入金 843,051 523,584

その他 2,236,153 1,963,912

貸倒引当金 △77,851 △36,166

流動資産合計 79,560,428 74,715,559

固定資産

有形固定資産 10,118,551 10,161,251

無形固定資産 87,010 112,666

投資その他の資産 ※2 3,187,419 ※2 3,338,142

固定資産合計 13,392,981 13,612,060

資産合計 92,953,409 88,327,620

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 11,568,694 9,806,032

短期借入金 12,569,806 13,510,798

1年内償還予定の社債 63,000 63,000

未払法人税等 796,447 101,515

引当金

賞与引当金 340,317 140,628

完成工事補償引当金 206,306 166,499

その他 3,022,122 3,334,222

流動負債合計 28,566,694 27,122,696

固定負債

社債 532,000 532,000

長期借入金 12,355,401 9,702,277

引当金

役員退職慰労引当金 320,160 324,170

債務保証損失引当金 242,663 236,485

退職給付に係る負債 1,532,530 1,517,649

その他 1,182,419 1,245,865

固定負債合計 16,165,176 13,558,448

負債合計 44,731,870 40,681,145
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,111,411 10,111,411

資本剰余金 427,432 427,432

利益剰余金 37,374,783 37,328,240

自己株式 △25,256 △25,256

株主資本合計 47,888,371 47,841,828

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 93,855 113,993

為替換算調整勘定 △376,103 △379,861

退職給付に係る調整累計額 △6,507 △4,880

その他の包括利益累計額合計 △288,755 △270,747

非支配株主持分 621,923 75,394

純資産合計 48,221,538 47,646,474

負債純資産合計 92,953,409 88,327,620
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 14,687,717 18,201,714

売上原価 12,449,840 15,541,603

売上総利益 2,237,876 2,660,110

販売費及び一般管理費 1,570,355 1,684,512

営業利益 667,521 975,597

営業外収益

受取利息 781 1,972

受取配当金 5,849 5,810

受取手数料 24,000 21,400

貸倒引当金戻入額 8,146 8,841

債務保証損失引当金戻入額 4,227 3,038

その他 22,180 28,005

営業外収益合計 65,185 69,069

営業外費用

支払利息 117,098 94,614

長期前払費用償却 2,937 36,207

その他 3,673 2,897

営業外費用合計 123,709 133,718

経常利益 608,998 910,948

税金等調整前四半期純利益 608,998 910,948

法人税、住民税及び事業税 73,282 109,460

法人税等調整額 7,535 148,139

法人税等合計 80,817 257,599

四半期純利益 528,180 653,348

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

6,103 △3,696

親会社株主に帰属する四半期純利益 522,077 657,045
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 528,180 653,348

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △12,394 20,138

為替換算調整勘定 △59,639 △3,757

退職給付に係る調整額 761 1,626

その他の包括利益合計 △71,271 18,007

四半期包括利益 456,909 671,356

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 450,805 675,053

非支配株主に係る四半期包括利益 6,103 △3,696
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

(追加情報)

該当事項はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 手形の割引高及び裏書譲渡高

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

受取手形割引高 812,240千円 850,000千円

受取手形裏書譲渡高 507,998 ―

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

投資その他の資産 965,564千円 965,208千円

　３ 保証債務

(1) 販売顧客の金融機関等からの借入に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

販売顧客 435,546千円 360,872千円

(2) 連結子会社である日神ファイナンス株式会社は、賃借人と保証委託契約を締結し、契約上家賃の６月分相当額

を上限として家賃保証をしております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

保証委託契約に基づく保証債務額 15,332千円 14,864千円
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(3) 連結子会社である多田建設株式会社は、以下の会社の住宅販売に係る手付金等の保証会社の保証残高について

連帯保証しております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

㈱新昭和 131,050千円 179,250千円

㈱中央住宅・アートランド㈱ 62,450 71,750

その他 245,360 6,400

合計 438,860千円 257,400千円

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

当社の属するマンション業界は、マンション事業の特色として顧客への引渡が第２四半期及び第４四半期に集中

する傾向があり、例年、第１四半期の売上高は通期売上高と比較し大幅に低くなっております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成し

ておりません。なお、第１四半期連結累計期間における減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）の償却

額は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 106,491千円 101,533千円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 469,062 10 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 703,588 15 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他
(注)

合計

不動産事業 建設事業
不動産
管理事業

ゴルフ場
事業

計

売上高

外部顧客に
対する売上高

5,087,304 7,738,157 1,678,257 172,476 14,676,195 11,522 14,687,717

セグメント間の内部
売上高又は振替高

28,600 2,440 15,294 105 46,439 71 46,511

計 5,115,904 7,740,597 1,693,551 172,581 14,722,634 11,594 14,734,228

セグメント利益
又は損失（△）

76,479 412,496 155,478 △3,914 640,539 △11,745 628,794

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸ゴルフ場事業、信用保証業を含

んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 640,539

「その他」の区分の損失（△） △11,745

セグメント間取引消去 38,727

四半期連結損益計算書の営業利益 667,521

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他
(注)

合計

不動産事業 建設事業
不動産
管理事業

ゴルフ場
事業

計

売上高

外部顧客に
対する売上高

7,137,300 8,464,589 2,391,240 180,025 18,173,155 28,558 18,201,714

セグメント間の内部
売上高又は振替高

794,096 580 19,717 105 814,498 56 814,555

計 7,931,396 8,465,169 2,410,958 180,130 18,987,654 28,614 19,016,269

セグメント利益
又は損失（△）

△16,121 674,420 254,460 △9,778 902,980 △2,410 900,570

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸ゴルフ場事業、信用保証業を含

んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 902,980

「その他」の区分の損失（△） △2,410

セグメント間取引消去 75,027

四半期連結損益計算書の営業利益 975,597

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 11円13銭 14円00銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 522,077 657,045

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

522,077 657,045

普通株式の期中平均株式数(株) 46,906,288 46,905,888

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年８月９日

日神不動産株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 日 下 靖 規 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 村 広 樹 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日神不動産株式

会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日神不動産株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年８月９日

【会社名】 日神不動産株式会社

【英訳名】 NISSHIN FUDOSAN Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 佐 藤 哲 夫

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿五丁目８番１号

【縦覧に供する場所】 日神不動産株式会社 横浜支店

　(横浜市中区弁天通２丁目26番地２)

株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長佐藤哲夫は、当社の第44期第１四半期（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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